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山　　田　　　　　明
　　　（名古屋市立大学）
1．なぜ大型プロジェクトなのか
　公共事業は行財政改革の焦点となっており，予算削減や事業見直しが提案
されているが，本格的な改革にはほど遠い。バブル崩壊後も開発志向はやま
ず，環境に重大な負荷をあたえながら，全国各地で開発事業が官民一体です
すめられている。
　「借金大国ニッポン」において，なぜ公共事業に予算が大盤ぶるまいさ
れ，開発優先の大型プロジェクトがつづくのか。そのメカニズムの解明は，
現代日本の政治経済や行財政にとって重要な課題であるが，とりあえず次の
4点を指摘しておこう。①公共事業がわが国の経済社会に組み込まれ，政・
官・業からなる「公共事業複合体」がきわめて大きな力をもち，現実の政策
展開に影響をおよぼしている。「霞ヶ関発の錬金術。そこには年間40兆円の
公共事業を巡り，工事を発注する業老，票獲得のために地元への利益誘導を
図る政治家，業者と政治家との間を取り持つ官僚の政・官・業のr鉄のトラ
イアングル』が浮かび上がる（1）。」②資本蓄積の基盤を形成する社会資本整備
が経済構造改革の戦略手段とされ，財政制約下でも重点投資がつづいてい
る。630兆円公共投資にみられるように，公共事業は対外的な圧力により景
気対策や経済対策の柱として活用されている。③現行の公共事業や社会資本
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整備のシステムが，「公共事業複合体」による大型公共事業を推進させてい
る。道路整備5ヵ年計画と特定財源により，戦後一貫して巨額の道路投資が
つづいているのは，その典型といえよう。④地域と自治体レベルから公共事
業に大きな期待があり，地域「活性化」めざして地域間競争を繰り広げてい
る。公共事業はいまや農村地域で最大の産業となり，ゼネコン議員をつうじ
て地方政治に影響をあたえ，足もとから「土建国家」をつくりあげている。
　こうした公共事業の政治経済的なメカニズム，これからの公共事業や開発
のあり方を考えるうえで，97年6月に刊行された本書は多くの示唆をあたえ
る。本書の副題は「世界の長大橋に学ぶ経済効果と環境問題」であり，経済
と環境の両面から長大橋などの大型プロジェクトの問題点を具体的に検証し
ている。なるべく評者の問題意識に即して本書を紹介しながら（2），公共事業
の課題と方向を考えていきたい。
2．本書の構成と主な論点
　本書は2部から構成されている。第1部「世界の大型プnジェクトが直面
する主要な課題」はアルマンド・モンタナーリ教授の「架橋・トンネル建設
をめぐる経済効果予測の国際的経験」（橋本了一訳）と，その補論「国際的経
験一90年代前半における主要な経験」（宗田好史・芦田容子訳）からなる。
　第2部「架橋の経済効果と環境問題」には5つの論文が収録されている。
1坂本忠次「瀬戸大橋の総合経済効果一地域経済への影響と架橋の財政問
　　　　　　題」
2磯部作　　「瀬戸大橋の環境問題一r環境アセスメント』を中心に」
3鈴木茂　　「瀬戸内海大橋の経済効果一事前評価と地域開発」
4竹内壮一「東京湾横断道路と地域開発計画一千葉三木更津市金田地区の開
　　　　　　発計画」
5松岡俊二「プロジェクト・アセスメントにおける環境影響評価（EIA）と
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経済的評価」
　なお，巻末には本四架橋の建設計画や開通後の利用状況，本州四国連絡橋
公団（本四公団）の財政状況に関する数多くの基礎的な資料が収録されてお
り，統計的に問題にアプローチするうえで参考になる。
　（1）第1部の主な論点
　第1部は欧州環境会議の議長をつとめるA・モンタナーリ教授執筆による
世界各地の架橋，トンネル建設の詳細な調査と分析である。本書の半分をし
める「架橋・トンネル建設をめぐる経済効果予測の国際的経験」は，Under
and　Over　The　Water：　the　Economic　and　Effects　of　Building　Bridges　and
Tunnels，　edited　by　A．　Montanari，1991の抄訳である。
　ここに紹介された国はイギリス，デンマーク，ポルトガル，スペイン，ギ
リシャ，トルコ，日本などにおよぶ。1980年代の長大橋として本四架橋もと
りあげている。これは世界の各地域を調査し，政府機関や開発会社等の建設
主体だけでなく，当該地域の自治体関係者，研究者，それに住民運動の代表
者からの聞き取り調査を踏まえてまとめられ，方法論上の提起と同時に世界
の大型プPジェクトの事前および事後評価を試みている。とりわけ架橋やト
ンネル建設をめぐる経済効果予測，地域への社会経済的影響の解明に焦点を
あてている。ここでは個々の事例紹介よりも，大型プロジェクトに共通する
問題，わが国の公共事業にとって参考になる指摘を中心に整理していきた
い。
　第1に，長大橋のような大型プロジェクトはなぜ増加してきたのか，その
背景である。
　水路をまたぐ大規模な橋やトンネルの建設は，幾世紀もの間のり越えられ
ない障害と考えられてきた。その障害が技術革新とともに取り除かれ，世界
各地で急速に普及してきたのである。海難事故などの大災害を契機にして，
長大橋の建設が促進されてきた。1931～88年のアメリカ，ヨーロッパ，日本
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の鉄鋼生産と長大橋との関係図（本州四国連絡橋公団，1984）が示唆してい
るように，大規模な建造物の建設はその国の財政力や社会的・政治的・経済
的・技術的発展の反映である。最近数十年間に建設された長大橋の支間距離
の長さは，一国の経済力の反映である鉄の生産量に比例する。またグローバ
リゼーションのもとで，建設産業が国際化して相互交流も強まり，大型プロ
ジェクトに拍車をかけてきた。
　第2に，大型プロジェクトは長期間にわたる事業であり，その経済効果や
収支予測がきわめて困難なことである。この点については，とくに2っの事
例が参考になる。
　1985年にイギリス下院運輸委員会が行った調査でも，1ユの連絡橋のうち4
橋だけが当初の収支予測と一致した。あとの7橋は通行料収入で利子さえ賄
えず，当該の行政機関の債務は漸増していった。その債務は85年に5億ポン
ドを超えており，そのうち2億ポンドは技術的にも最も重要な事業であるハ
ンバー橋によるものであった。この橋は1959～72年に計画され，72～80年に
建設された。この間に経済状況は大きく変化し，建設工事費が高騰する一方
で，輸送量：は予測を平均70％も下回った。通行料金だけは低い水準にすえお
かれ，行政機関の債務を急増させていった。ハンバー橋は世界で最も長い橋
として有名だが，債務だけでなく失業率も上昇した。71年に失業率5％で
あったのが，85年には17％余りの水準となった。不況にあえぐ地域た新しい
経済的刺激をあたえることに失敗したのである。
　デンマーク公共事業省は，大ベルト海峡（ストア海峡）連絡橋の経済的影
響を検討するための研究組織をつくった。1985年に刊行された研究レポート
の書き出しは，連絡橋あるいはトンネルの建設のような長期的な資本投下の
費用と便益とを正確に算定するのがいかに困難であるか，という論評から始
まっている。関連する社会経済的な諸結果を検討したならば，その不確実性
はさらにいっそう大きくなったであろう。
　第3に，大型プロジェクトの地域経済や環境におよぼす影響である。本四
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架橋，とくに瀬戸大橋の調査をつうじて次のように指摘する。
　本四架橋のような大型プロジェクトは，計画化から建設まで長期間を要す
る。それで建設作業が終わるまでに，環境影響を研究するのに用いられた検
討要素や媒介変数は根底から変わってしまう。たとえ環境影響事前評価が形
式的には正確に実施されても，環境の荒廃と破壊がすすんでしまう。瀬戸内
海環境保全特別措置法などが制定されながら，架橋工事の規模と影響の範囲
があまりにも大きかったのである。
　また大型プロジェクトの建設計画は，特別に優れた科学技術を必要とし，
たいてい同一企業がその建設を請け負い，世界中いたるところで参入してく
る。それでプロジェクトが当該地域の経済システムに積極的な影響をあたえ
る可能性は，つねにきわめて小さい。大型プロジェクトであるために，建設
のノウハウや資金力のある特定の大企業に集中しがちであり，地元経済が過
剰な期待を抱くのは問題といえる。
　第4に，三論として紹介されている1990年代前半の動向であり，大型プロ
ジェクトをめぐる最近の経験である。
　94年5月，予定より1年以上遅れながらも，英仏海峡の海底トンネル
（ユーロトンネル）がついに開通した。英国内での工事の遅れは，事業の環
境影響評価が適切に実施されなかったことによる。地域住民や環境保護団体
の根強い反対があり，この事業は計画段階から本質的な誤りがあった。しか
し，ユーnトンネルの開通は広域的な輸送システム，利用者の利便性の向
上，さらには産業構造のバランスに大きく寄与している。ヨーロッパの中心
が北に移り，それまで地理的に周辺部と見なされてきたフランス，英国，ベ
ルギー，オランダの各地域の発展を助長することになった。環境問題ととも
に財政問題も無視できない。当初の建設費は47億ポンドであったが，それが
100億ポンド以上も増加して巨額の債務をもたらした。ユーロトンネル会社
の経営問題が注目されているが，これは日本の大型プロジェクトの経営問
題，とりわけ本四公団の財政にも共通する問題といえる。
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　（2）第2部の主な論点
　日本の現状をとりあげた5つの論文を紹介しながら，本四架橋をはじめと
した大型プロジェクトをめぐる問題状況をみていこう。
　1の坂本論文はモンタナーリ教授の提言をうけて，完成から9年が経過し
た瀬戸大橋の事前評価と事後評価を行っている。とくに事後評価について，
瀬戸大橋の利用状況や地域経済効果，本四公団のきびしい財政問題から利用
料金について提案をしている。本書全体にわたる論点が整理されており，後
述する評者の問題提起ともかかわるので，すこし詳しく紹介していこう。
　本四架橋のような大型公共プロジェクトは，ハード面では大規模な構造物
であり，その生態系にあたえる影響はきわめて大きい。それとともに膨大な
建設費の経済効果や効率性を検証していくことが，社会的にきわめて重要で
あり，瀬戸大橋の社会経済効果の評価が問題となる。瀬戸大橋の事前評価を
めぐっては，着工前後からの大型公共建設工事がもたらす地域経済への波及
効果，フェリーなどの輸送機関・漁業等への補償問題，環境影響評価をめぐ
る問題がある。モンタナーリ教授も指摘していたように，高度で最先端の技
術を必要とする大型架橋工事については，地元中小企業等への波及効果はか
なり軽微なものにとどまる。
　事後評価としての架橋の経済効果は，短期的なものと中長期的なものに分
ける必要がある。また，人や物の輸送における時間短縮効果など直接的な効
果と，周辺の工場や流通団地の立地，都市圏の形成化など間接的な効果をふ
くめた総合的な検討が重要である。車輌の通行台数が公団の当初の予想を下
回った原因として，橋に連動する横断自動車道路の未整備，フェリーにくら
べた割高の料金体系，観光ブームの沈静化，産業活動や都市人口集積の相対
的な低位性があげられる。瀬戸大橋は道路・鉄道併用橋としては世界最：長で
あり，道路と比べて鉄道の利用は増加傾向をしめしている。岡山県や香川県
を中心に，対岸地域住民の生活行動圏を着実に拡大させてきた。
　本四架橋は超大型公共プロジェクトであり，このため高速道路投資の進め
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方と同様の方式がとられている。つまり先行公共プロジェクトの運用収入に
より，後発プロジェクトの支出を賄うという方式である。これは本四公団の
財政に直接的に影響して，年ごとに債務を累積させている。本四架橋のよう
な大型プロジェクトの建設費や維持管理費と，政府や地方自治体の出資のあ
り方を「公共性1「採算性」の観点から，どのように考えていくべきかは大き
な課題である。本四公団を「第2の国鉄」としないために，とくに次の2点
が提案される。まずは架橋建設費＝債務償還費支出と日常の業務支出費との
分離，それと結果として料金収入の増大をもたらす料金体系の検討である。
　2の磯辺論文では，瀬戸大橋の建設あるいは開通にともなう環境問題が検
討されている。建設にあたって環境アセスメントを実施したものの，代替案
の検討や環境保全にたいする十分な対策もなされず，多くの環境問題を発生
させた。環境アセスメントの制度や手続きの欠陥，環境基準の緩和により，
災害や大気汚染が引き起こされた。また瀬戸大橋の開通後の環境問題とし
て，列車の騒音問題が注目され，下津井地区の住民などはせめて列車騒音を
新幹線環境基準なみの75ホン以下にすることを要求している。
　3の鈴木論文は，尾道と今治とを結ぶ瀬戸内海大橋をとりあげ，本四架橋
などと比較しながら経済効果を検証している。瀬戸内海大橋は自動車専用道
路であり，架橋周辺地域の人口・経済規模などから，経済効果は他の2ルー
トに比して小さい。架橋効果として最も期待されているのは観光客の増大で
あり，それを地域づくり・産業おこしに生かすには，地域の内発的な取り組
みが不可欠である。なかでも域内交通ネットワークの整備，道路・鉄道・海
運の総合的整備，人材育成・研究開発・情報機能等のソフトな産業支援機能
の強化，生活文化にねざした加工組立型産業の育成，内発的な地域間ネット
ワークや都市との内発的なネットワークの構築などを提言している。
　なお，本四架橋に関する次の指摘も示唆に富む。本四架橋は経済効果を科
学的に予測して，一定の架橋効果が期待できるから建設されたわけでなく，
経済効果を度外視して政治的に3ルートの建設が決定された。中国側と四国
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側の地域的利害関係を考慮した政治的妥協の産物である。3ルート建設を前
提として，架橋が地域社会におよぼす影響，とりわけ補償問題とかかわって
海運業にたいする影響予測が重点的になされた。この指摘は経済効果の事前
評価の問題点を鋭くついている。
　4の竹内論文は，東京湾横断道路にかかわる地域開発と地域問題につい
て，千葉県木更津市金田地区の開発計画を対象に検討したものである。国家
的な大型プロジェクトに依存して地域開発を目うんだものの，計画は挫折に
追い込まれる。木更津市の開発計画，土地区画整理事業にたいする住民意識
などから，地域開発にともなう行政当局と住民とのズレ，関連開発の問題点
を明らかにしている。
　5の松岡論文は，アセスメントの意義，架橋などのプロジェクト・アセス
メントと環境影響評価（EIA）との関連，　EIAと経済的評価との関連などの
検討である。とくに環境アセスメントに関して，プmジェクトの全期間を通
して総合的な評価ができる体制の整備．そのための専門家の養成や住民参加
が不可欠とされる。またアセスメントの対象として，生態系や社会経済面ま
でを考慮した評価が必要とする。
3．事前評価と事後評価をめぐって
　坂本論文で紹介されているように，1992年3月に岡山市で行われた瀬戸大
橋をめぐる国際シンポジウムにおけるモンタナーリ教授の指摘が，大型プロ
ジェクト問題の核心をついている。大型公共プロジェクトについては，その
事前評価一公共プロジェクトの経済効果予測や環境影響評価など一ととも
に，とくにその事後評価つまり大型公共プロジェクトの地域経済・環境等に
あたえる影響の利用後の調査や評価がきわめて重要となる。
　大型公共事業の事前評価をめぐる最近の動きについて，環境アセスメント
問題を中心にみていこう。
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　97年6月に環境影響評価法（環境アセスメント法）が公布され，検討がは
じめられてから20余年を経てやっと法制化され準。ここで環境影響評価と
は，次のように規定されている（同法2条1項）。事業の実施が環境におよぼ
す影響について，環境の構成要素にかかわる項目ごとに調査，予測および評
価を行うとともに，これらを行う過程においてその事業にかかわる環境の保
全のための措置を検討し，この措置が講じられた場合における環境影響を総
合的に評価することをいう。
　この法律は環境アセスメントの手続き開始を従来より早めるなど，一定の
前進がみられるものの問題点も少なくない（3）。この環境影響評価法は，いわ
ゆる事業アセスメントとして構成されており，事業に至る計画段階のアセス
メントとなっていない。それと関連して，アセスメントの内容も環境影響の
評価にとどまり，計画の社会経済的な意義（その事業の社会的有用性や必要
性など）の評価はなされない。財政面からの評価も対象とされていない。事
業アセスメントでは，事業そのものは実施が前提とされ，代替案の検討もな
く，環境への影響を緩和するといった限定されたアセスメントになりやす
い。また評価書の段階になると，もはや住民に意見を述べる機会がないな：
ど，アセスメントにたいする住民参加も十分ではない。
　宮本憲一教授は総合社会影響評価制度を提唱して，本四架橋を例にして次
のように指摘する。「かりに有用性があっても，瀬戸内海に三つの大橋を3
兆円もかけてつくる必要があったのであろうか。通行料が高速道路の同一距
離にくらべて3倍以上になる明石大橋が当初の作為的な需要計画どおりにな
らないことは瀬戸大橋の実情からみて確実である。この事業の収益では建設
投資の利子すら払えないのではないかといわれている。こういう例はいまや
各地のダム，道路，港湾，空港，農業改良事業，都市開発など無数にあると
いってよい。こういう事業について，環境影響評価することにどれほどのい
みがあるのだろうか（4）。」環境アセスメントの評価とも関連して，公共事業や
事前評価のあり：方にとっても重要な問題提起といえる。
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　大型プロジェクトの事後評価についてはどうか。本書ではその意義とし
て，プロジェクトによる負の影響を事後的ではあるが，可能な限り除去する
ことを建設・運営主体に義務づけること。同種のプロジェクトの建設計画に
たいして，貴重な教訓を提示し，設計思想の革新への貢献をあげている。本
四架橋は事後評価からも大きな問題をかかえており，どのような教訓を引き
出すことができるのか。
　坂本論文でしめされているように，架橋8年後の瀬戸大橋の利用状況や経
済効果は計画段階の予想とはかなりギャップがある。乗用車やトラックの利
用台数は漸増傾向にあるが，なお当初の通行台数予想を下回り，架橋の経済
効果も沿岸の観光・生活圏・流通圏などの拡大にとどまっている。利用台数
の低迷は，本四公団の財政悪化の大きな要因になっている。沿岸地域の内発
的発展とともに，料金引き下げと利用率の向上が波及効果拡大の視点からも
重要な課題になるとしている。
　本四公団の財政状況と料金問題から，本四架橋を事後評価してみよう。本
四公団の財政問題については，本書の編者の一人である橋本教授が日：本財政
学会で報告したさいに，評者も予定討論したことがある（5＞。：本四公団の財政
状況は，その時よりもさらに悪化している。本四公団は巨額の累積債務の解
消を2045年度に延期したという（6）。この償還計画の変更は，財政投融資をふ
くめて3．5兆円もの債務を料金収入等で返済することが，収入見通しが大幅
にずれて困難になったことによる。96年度の公団の収入508億円にたいし，
利払い費だけで930億円にのぼる。収入は金利返済の半分程度にすぎない。
管理費142億円をふくめて公団の支出は1072億円であり，564億円もの損失を
計上した。巨額の赤字は道路特別会計や関係自治体の出資金などで補てんさ
れるが，公団の累積赤字はすでに7200億円にのぼる。3ルートが全面開通す
る99年度には，累積赤字はいちだんと膨らむことになる。
　先にも紹介したように，坂本教授は本四公団を「第2の国鉄」としないた
めに，料金体系の検討などを提案している。巨額の建設費を利用者の負担に
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より償還していくシステムが問題であるとして，国際空港や高速道路ととも
に架橋についても改革をもとめている。また，先行フ．ロジェクトの運用＝料
金収入により，後発の投資支出を賄う方式も問題とする。この方式は，真に
公共的な国家的プロジェクトは公共性の原則のもとで，国家の責任において
その支出を賄うというヨーロッパ先進国の大型公共事業の歴史的なあり方に
比較しても，問題をのこすと指摘している。現在すすめられている高速道路
づくりが，真に公共的な国家的フ．ロジェクトといえるのか。「我田引回」と
か，政治的妥協の産物といわれる本四架橋についても，公共性そのものが鋭
く問われているのでないか。
　しかし，本四架橋は3ルートの全面開通が近づいており，大型プロジェク
トの事後評価の視点からも現実的な対応が必要である。坂本教授は当面，現
行料金の最高70％までの料金の実質的な引き下げを提案していた。東京湾横
断道路の料金問題が注目されるなかで，本四公団も料金引き下げに踏み出し
た。98年からの5年間，約2割の割引料金を設定するという。他の2ルート
も同様の措置をとり，開通数年間の利用促進をはかる方向にある。そのため
の国の財政措置が問題となるが，とにかく料金引き下げによる利用拡大，収
入増という基本方向が具体化されはじめた。本四架橋の利用拡大をはかるに
は，料金とともに沿岸地域の内発的発展にむけた総合的な地域戦略がもとめ
られよう。
　本四架橋をめぐる財政問題として，関係自治体の財政負担にも注目してい
く必要がある。本四公団にたいして，関係10府県市はすでに1700億円余り出
資してきた。国の2分の1の出資比率であり，今後15年間にさらに巨額の出
資がもとめられる。本四架橋にかぎらず，大型プロジェクトの地方負担は増
える一方であるがの，地元自治体の財政にきわめて深刻な影響をもたらすこ
とになる。国と地方の財政秩序からしても，本四架橋についても3ルート全
面開通を前にして，国の財政責任をあらためて明確にしていく必要があろ
う。
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4．まとめにかえて
　以上のように，本四架橋の事後評価はこれからの大型プr・ジェクト，公共
事業のあり方にじつに多くの教訓をしめしている。この点からも，本書は大
型プロジェクトの事前評価と事後評価の方法と実際について，本四架橋だけ
でなく海外の豊富な事例をくわしく紹介しており，きわめて今日的な意義が
ある。本書が全国各地のフ．ロジェクトを足もとから点検するさいに活用され
ることを期待したい。
　評者の地域においても，国家的な大型プロジェクトが計画ないし構想され
ている。、愛知県は21世紀戦略として，中部新空港や第2東名・名神高速道路
などの建設推進とともに，万博誘致をかかげて全力投球してきた。伊勢湾口
道路も「第2国土軸」構想やポスト本四架橋がらみで，構想の具体化がはか
られつつある。とりわけ新空港と万博は2005年にむけて，事業化が急ピッチ
ですすめられており，環境や経済・財政面からの事前評価が大きな争点に
なっている。本書からも多くを学びながら，これら大型プロジェクトのゆく
えを注視していきたい。
注
（1）　「日本経済新聞」96年12月18日付。
（2）煩雑になるため本書からの引用注は省略した。
（3）宇佐見大司「日本における環境影響評価法の制定」（r日本の科学者』97年12月号）を
　　参照。
（4）宮本憲一「総合社会影響評価制度を」（『環境と公害』27巻1号，97年，1ページ）
（5）95年10月に岡山大学で開催された日本財政学会第52回大会の共通論題における，橋
　　本了・一一一教授の「本州四国連絡橋公団の財政」と題する報告にたいする評者の予定討論で
　　ある。
（6）　「朝日新聞」97年11月5日付。
（7）拙稿「公共投資と地方財政危機一大規模プロジェクトと国地方の『財政秩序』」（京都
　　大学財政学研究会『財政学研究』第22号，97年10月）において，関西空港や中部新空港
　　などを例にして地元自治体の負担問題を検討している。
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